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道路延長

○我が国の道路延長は約123万ｋｍ。うち、都道府県道は約11％、市町村道は約84％

＜道路種別と延長割合＞

高速自動車国道 約 9,200km （約0.8％）

直轄国道 約 24,100km （約2.0％）

補助国道 約 32,000km （約2.6％）

都道府県道 約129,900km （約10.6％）

市町村道

合計 約1,230,400ｋｍ （100%）

約1,035,200km
（約84.1％）

資料） 道路統計年報2025 道路の現況 （2024年3月31日時点）

約 800km （約0.9％）

約 6,800km （約7.5％）

0km （ 0％）

約11,900km （約13.1％）

約71,200km
（約78.5％）

合計 約90,800ｋｍ （100%）

北海道全 国
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道路管理者別の橋梁数、トンネル数
○全国の橋梁数の約90%が、北海道の橋梁数の約83%が、地方公共団体管理

○全国のトンネル数の約73%が、北海道のトンネル数の約33%が、地方公共団体管理

※北海道開発局調べ(2026.3末時点）

高速道路会社
12%

（60箇所）

国土交通省
55%

（279箇所）

トンネル
512箇所

都道府県
24%

（129箇所）

政令市
2%

（9箇所）

市町村
7%

（35箇所）

地方公共団体
管理

173箇所
（約33％）

■トンネル数

資料：道路メンテナンス年報（2022年8月）より (2022.3末時点）

トンネル
約1.1万

箇所

地方公共団体
管理

約0.8万箇所
（約73％）

橋梁
約3.1万橋

国土交通省
14%

（約4,400橋）

高速道路会社
3%

（約1,000橋）

都道府県
18%

（約5,800橋）

政令市
4%

（約1,400橋）

市町村
60%

（約18,900橋）

地方公共団体
管理

約2.6万橋
（約83％）

地方公共団体
管理

約66万橋
（約90％）

橋梁
約73万橋

■橋梁数

北海道全 国

北海道全 国
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橋梁建設数の推移 （建設後50年以上の割合）
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15m未満

累積率

高度経済成長期

(1955～1973年)

2026.3現在

50年以上
41％

10年後

50年以上
54％

20年後

50年以上
67％

○北海道開発局が管理する橋梁は4,426橋。1955～1973年の高度経済成長期に建設されたものが
約37％を占める。

○建設後50年を超えた橋梁は全体の41％だが、10年後には54％に、20年後には67％に増加。

建 設 年

橋
梁
数

累
積
の
割
合

資料：橋梁長寿命化修繕計画（2026年3月）より作成

※R7.1.1時点の経過年数
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トンネル建設数の推移 （建設後50年以上の割合）

2025.3現在

50年以上
27％

10年後

50年以上
39％

20年後

50年以上
56％

○北海道開発局が管理するトンネルは279本。高度経済成長期の建設は約22％。
○建設後50年を超えたトンネルは全体の27％だが、10年後には39％に、20年後には56％に増加。

ト
ン
ネ
ル
数

累
積
の
割
合

資料：道路トンネル個別施設計画（2026年3月）より作成

建 設 年高度経済成長期

(1955～1973年)

山岳（NATM)

山岳（矢板）

開削

その他

累積率

※R7.1.1時点の経過年数



道路の老朽化対策に関する取組みの経緯

○ 笹子トンネル天井板落下事故［2012.12.2］

○ 定期点検に関する省令・告示 公布［2014.3.31］
5年に1回、近接目視による点検

○ 2013年を「社会資本メンテナンス元年」に位置付け
○ 道路法の改正［2013.6］

点検基準の法定化、国による修繕等代行制度創設

○ 定期点検要領 通知［2019.2.28］
定期点検の質を確保しつつ、実施内容を合理化

● 定期点検 ２巡目（2019～2023）

● 定期点検 １巡目（2014～2018）

○道路の老朽化対策の本格実施に関する提言[2014.4.14]

○社会資本整備審議会 技術部会
社会資本メンテナンス戦略小委員会 設置[2012.7.31] 事故直後

天井板撤去状況

2014年4月14日
「道路の老朽化対策の本格実施に関する提言」
最後の警告－今すぐ本格的なメンテナンスに舵を切れ

社会資本整備審議会 道路分科会の家田仁分科会長
より太田国土交通大臣に手交

区分

健全Ⅰ

予防保全段階Ⅱ

早期措置段階Ⅲ

緊急措置段階Ⅳ
5年に1回 近接目視点検

○ 定期点検要領 通知［2024.3.27］
記録の品質、データの有用性を向上

● 定期点検 ３巡目（2024～） 5



省令・告示の施行

6
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点検の実施

橋梁点検車による点検 トンネル点検車による点検

近接目視による橋梁点検 近接目視によるトンネル点検



損傷事例（橋梁）

8
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個別施設計画（長寿命化修繕計画）

橋梁の個別施設計画（北海道開発局）

○各道路管理者は、メンテナンスサイクル（点検→診断→措置→記録）を構築し、橋梁等
の定期点検の結果に基づき個別施設計画を策定している。

○橋梁の個別施設計画を策定している道路管理者は全国で100％。（2025年度末時点）

個別施設計画：維持管理・更新等にかかるトータルコストの縮減・平準化を図る上で点検・診断等の結果を
踏まえた個別施設毎の具体の対応方針を定めた計画

○：定期点検
●：修繕工事

・補修
・経過観察
・通行規制

反映

充実

メンテナンス
サイクル点 検

診 断

措 置

記 録



道路橋の集約・撤去事例集

10公開URL ： https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/yobohozen/pdf/tekkyo-jirei.pdf

単純撤去事例 集約・撤去を進めるうえでの主な検討項目（検討事例）

集約・撤去を進めるうえでの検討項目や

事例から得られた留意事項を掲載

実際に撤去を行った事例の概要や

集約・撤去の経緯を掲載

資料：道路メンテナンス年報（2024年8月）より



道路トンネル変状・異常事例集

11

○道路トンネルの本体工の対策区分の判定および附属物等に対する異常判定を行う点検者に対
して、評価の客観性を高めるために、変状・異常程度の評価基準に応じた本体工の変状事例お
よび附属物等の異常事例の写真のほか、補修・補強材の変状傾向の分析結果、変状事例の写
真、点検時等の留意点を示したもの。

公開URL ： http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn1206.htm
資料：国土技術政策総合研究所資料 道路トンネルの定期点検に関する参考資料（2021年版）より



２巡目における定期点検の見直し

12（出典）社会資本整備審議会 道路分科会 基本政策部会(（2020.12）



直轄管理橋梁での点検資格等の取得義務化

13
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３巡目における定期点検の見直し
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３巡目における定期点検の見直し



３巡目における定期点検の見直し



３巡目における定期点検の見直し



道路メンテナンス年報の公表

18
資料：道路メンテナンス年報 国土交通省道路局（2026年8月）より

公開URL ： https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/yobohozen/yobohozen_maint_index.html

○国民・道路利用者の皆様に、道路インフラの現状と老朽化対策について理解を頂くため、
点検の実施状況や結果等を「道路メンテナンス年報」としてとりまとめ、公表している。
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橋梁の点検結果（判定区分ごとの割合）

北海道開発局

【国土交通省】

北海道

○ 2024年度末時点の全道路管理者が管理する橋梁のうち、判定区分Ⅲ・Ⅳの割合は、全国の7％
に対して、北海道内は12％と大きい。

○ 国土交通省が管理する橋梁では、全国の9％に対して、北海道開発局は13％と大きい。

全 国

【全道路管理者】

全 国

2014～
2024年度

橋梁
4,336橋

Ⅰ判定
62%

(2,696)
Ⅱ判定

24%
(1,059)

2014～
2024年度

橋梁
38,675橋

Ⅳ判定
0.1%
(19)

Ⅰ判定
58%

(22,326)

Ⅱ判定
33%

(12,713)

Ⅲ判定
9％

(3,617)

Ⅳ判定
0.2%
(50)

Ⅲ判定
12％

(3,708)

2014～
2024年度

橋梁
31,280橋

Ⅰ判定
45%

(14,199)

Ⅱ判定
43%

(13,323)

Ⅰ判定
44%

(311,231)
Ⅱ判定

49%
(359,541)

Ⅲ判定
7％

(52,864)

Ⅳ判定
0.1%
(623)

2014～
2024年度

橋梁
724,259橋

資料：道路メンテナンス年報
（2025年8月）より作成

Ⅳ判定
0%
(0)

Ⅲ判定
13％
(581)

※ 2025年3月末時点の2014～2024年度の最新の点検結果をもとに作成したものである。
また、四捨五入の関係で合計が100％とならない場合がある。
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トンネルの点検結果（判定区分ごとの割合）

【国土交通省】

【地方公共団体】

2014～
2024年度
トンネル

1,662箇所

Ⅰ判定
4%
(61)

Ⅱ判定
72%

(1,191)

Ⅲ判定
25％
(410)

2014～
2024年度
トンネル
161箇所

Ⅰ判定
3%
(5)

Ⅱ判定
60%
(97)

Ⅲ判定
36％
(58)

Ⅳ判定
1%
(1)

2014～
2024年度
トンネル

7,555箇所
Ⅱ判定

67%
(5,068)

Ⅰ判定
2%

(161)
Ⅲ判定
30％

(2,299)

北海道開発局

北海道全 国

全 国
2014～

2024年度
トンネル
272箇所

Ⅱ判定
56%
(152)

Ⅲ判定
31％
(85)

Ⅰ判定
13%
(35)

○ 過年度の点検（2014～2024年度）で地方公共団体（都道府県・政令市等及び市区町村）が管理
するトンネルの判定区分Ⅲ・Ⅳの割合は、全国の30％に対して、北海道内は37％とやや大きい。

○ 国土交通省が管理するトンネルでは、全国の25％に対して、北海道開発局は31％とやや大きい。

※ 2023年3月末時点の2014～2024年度の最新の点検結果をもとに作成したものである。
また、四捨五入の関係で合計が100％とならない場合がある。 資料：道路メンテナンス年報（2025年8月）より作成

Ⅳ判定
0.4%
(27)
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北海道における老朽化（損傷原因）の特徴

凍害発生レベル 凍害の予想程度

① ごく軽微と予想される地域

② 軽微と予想される地域

③ やや大きいと予想される地域

④ 大きいと予想される地域

⑤ 極めて大きいと予想される地域

凍害による損傷事例

○北海道の橋梁は、本州より比較的新しいものの、凍害・塩害による損傷が特徴。
○積雪寒冷地のため、冬期に凍結融解を繰り返し「凍害」が発生。
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北海道における老朽化（損傷原因）の特徴

○日本海側は海水飛沫や飛来塩分の強い地域が多く、その影響を受けるため、
それらに起因する塩害が発生。

海水飛沫や飛来塩分の多い地域 塩害による損傷事例
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措置に着手済
の施設数

措置が必要な
施設数

管理者
うち完了済

1,9153,370
3,684国土交通省

(52%)(91%)

1,4082,157
2,725高速道路会社

(52%)(79%)

21,83333,541
48,494地方公共団体

(45%)(69%)

8,29113,653
16,907

都道府県
政令市等 (49%)(69%)

13,54219,888
31,587市区町村

(43%)(63%)

25,15639,06854,903合計

橋梁 修繕等措置の状況

修繕等措置の状況 【全国】
○2巡目点検（2019～2023年度）で区分Ⅲ・Ⅳと判定された橋梁のうち、修繕等の措置に着手した

割合は、2025年度末時点で、国土交通省：91%、地方公共団体：69%。
○トンネルについては、国土交通省89%、地方公共団体79%。

※ 修繕等措置には、補修や補強などの施設の機能や耐久性等を維持又は回復するための「対策」のほか、「撤去」、定期的あるいは常時の「監視」、緊急に
措置を講じることができない場合などの対応としての「通行規制・通行止」があるが、実施状況の集計からは「監視」及び「通行規制・通行止」は除く。

※ 措置が必要な施設数は、1巡目点検における判定区分Ⅲ・Ⅳの施設数のうち、点検対象外等となった施設を除く施設数。うち完了済は、2巡目点検で再度
区分Ⅲ・Ⅳと判定された施設でも、1巡目点検に対する措置が完了した施設は含む。 資料：道路メンテナンス年報（2026年8月）より作成

措置に着手済
の施設数

措置が必要な
施設数

管理者
うち完了済

258376
421国土交通省

(61%)(89%)

272328
425高速道路会社

(64%)(77%)

1,3441,860
2,366地方公共団体

(57%)(79%)

1,1491,538
1,805

都道府県
政令市等 (64%)(85%)

195322
561市区町村

(35%)(57%)

1,8742,5643,212合計

トンネル 修繕等措置の状況
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措置に着手済
の施設数

措置が必要な
施設数

管理者
うち完了済

1239
76国土交通省

(16%)(51%)

2431
34高速道路会社

(71%)(91%)

2043
60地方公共団体

(33%)(72%)

1841
49

都道府県
政令市等 (37%)(84%)

22
11市区町村

(18%)(18%)

56113170合計

措置に着手済
の施設数

措置が必要な
施設数

管理者
うち完了済

157311
569国土交通省

(28%)(55%)

4877
137高速道路会社

(35%)(56%)

9971,780
3,257地方公共団体

(31%)(55%)

275514
616

都道府県
政令市等 (45%)(83%)

7221,266
2,641市区町村

(27%)(48%)

1,2022,1683,963合計

橋梁 修繕等措置の状況

修繕等措置の状況 【北海道】
○２巡目点検（2019～2023年度）で区分Ⅲ・Ⅳと判定された橋梁のうち、修繕等の措置に着手した

割合は、2023年度末時点で、国土交通省：55%、地方公共団体：55%、市区町村：48％。
○トンネルについては、国土交通省51%、地方公共団体72%、市区町村：18％。

※ 修繕等措置には、補修や補強などの施設の機能や耐久性等を維持又は回復するための「対策」のほか、「撤去」、定期的あるいは常時の「監視」、緊急に
措置を講じることができない場合などの対応としての「通行規制・通行止」があるが、実施状況の集計からは「監視」及び「通行規制・通行止」は除く。

※ 措置が必要な施設数は、1巡目点検における判定区分Ⅲ・Ⅳの施設数のうち、点検対象外等となった施設を除く施設数。うち完了済は、2巡目点検で再度
区分Ⅲ・Ⅳと判定された施設でも、1巡目点検に対する措置が完了した施設は含む。 資料：道路メンテナンス年報（2025年8月）より作成

トンネル 修繕等措置の状況
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判定区分毎の橋梁数・割合の推移 （北海道）
○ 過年度の点検（2014～2024年度）における判定区分の割合は、Ⅰ：45%、Ⅱ：43%、Ⅲ：12%、Ⅳ：0.2%で

あり、修繕等が必要な判定区分Ⅲ・Ⅳの橋梁は3,758橋であった。
○ １巡目点検結果から推移をみると、年々判定区分Ⅲ・Ⅳの橋梁の割合は着実に減少している。

北海道

※ 四捨五入の関係で合計値が100％にならない場合がある。
※ 複数回点検している施設は最新の点検結果を基に集計を行っている。 資料：道路メンテナンス年報より作成
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判定区分毎のトンネル数・割合の推移 （北海道）
○ 過年度の点検（2014～2024年度）における判定区分の割合は、Ⅰ：9%、Ⅱ：56%、Ⅲ：35%、Ⅳ：0.2%であ

り、修繕等が必要な判定区分Ⅲ・Ⅳのトンネルは175個所であった。
○ １巡目点検結果から推移をみると、判定区分Ⅲ・Ⅳのトンネルの割合は着実に減少している。

※ 四捨五入の関係で合計値が100％にならない場合がある。
※ 複数回点検している施設は最新の点検結果を基に集計を行っている。

北海道

資料：道路メンテナンス年報より作成
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橋梁の判定結果の遷移状況 （全国）
○ 1巡目の2016～2020年度の点検で健全又は予防保全の観点から措置を講ずることが望ましい状態（区分
Ⅰ・Ⅱ）と判定された橋梁のうち、修繕等の措置を講じないまま、5年後の2021～2025年度の点検において、
早期又は緊急に措置を講ずるべき状態（区分Ⅲ・Ⅳ）へ遷移した橋梁の割合は全道路管理者合計で3%です。

○ 建設後経過年数に比例して、判定区分Ⅰ・Ⅱから判定区分Ⅲ・Ⅳに遷移した割合が高くなっています。

※（ ）内は、直近５年間（2021～2025 年度）に点検を実施した橋梁のうち、前回点検を５年前（2016～2020 年度）に実施しており、判定区
分がⅠまたはⅡで修繕等の措置を講じていない施設数の合計。

※ 四捨五入の関係で合計値が100%にならない場合がある。

全 国
道路管理者別の遷移状況

全 国
建設後経過年数別の遷移状況

（全道路管理者合計）

資料：道路メンテナンス年報（2025年8月）
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トンネルの判定結果の遷移状況 （全国）

※（ ）内は、直近５年間（2021～2025 年度）に点検を実施した橋梁のうち、前回点検を５年前（2016～2020 年度）に実施しており、判定区
分がⅠまたはⅡで修繕等の措置を講じていない施設数の合計。

※ 四捨五入の関係で合計値が100%にならない場合がある。

全 国
道路管理者別の遷移状況

全 国
建設後経過年数別の遷移状況

（全道路管理者合計）

資料：道路メンテナンス年報（2024年8月）

○ 1巡目の2016～2020年度の点検で健全又は予防保全の観点から措置を講ずることが望ましい状態（区分
Ⅰ・Ⅱ）と判定されたトンネルのうち、修繕等の措置を講じないまま、5年後の2021～2025年度の点検におい

て、早期又は緊急に措置を講ずるべき状態（区分Ⅲ・Ⅳ）へ遷移したトンネルの割合は全道路管理者合計で１
４%です。

○ 建設後経過年数が31年以上となるトンネルでは、判定区分Ⅰ・Ⅱから判定区分Ⅲ・Ⅳに遷移した割合が高く
なっています。



予防保全型の修繕

29

○損傷が深刻化してから大規模な修繕を行う 「事後保全型」から、損傷が軽微なうちに補修を行う
「予防保全型」に転換

○それにより、構造物の長寿命化、ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮減へ

※下段（事後保全）の事例は、上段（予防保全）の症状が進行した場合の類似事例（上段と下段は別の橋梁）



予防保全を前提としたメンテナンス

30

○ 予防保全により将来の維持管理費用を縮減



定期点検における点検支援技術の活用

31



ガイドライン・性能カタログの概要

32



点検支援技術＿性能カタログの充実

33
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点検支援技術の活用による効率化・合理化

新技術活用点検従来点検 （ロープアクセスによる
近接目視）

（ドローンを用いた
画像解析技術の活用）

• 2024年度からの３巡目点検にあたり、点検支援技術を積極的に活用することにより

点検の効率化・合理化を推進しています。

ドローン

新技術 ひびわれ画像解析

点検支援技術とは定期点検において、近接目視によるときと同等の健全性の診断を行うことができる情報が得られる技術の

ことです。
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点検支援技術の活用による効率化・合理化

覆工展開画像から
損傷図を作成

（スケッチによるチョーキング
の記録）

（覆工撮影による
記録・調書作成）

近接目視（ﾁｮｰｷﾝｸﾞ）
完了後にスケッチ用
紙に損傷等を記入

スケッチ記録から損
傷図を作成チョーキングのスケッチ状況

スケッチによる
損傷図の作成

画像計測技術による覆工撮影

• 2024年度からの３巡目点検にあたり、点検支援技術を積極的に活用することにより

点検の効率化・合理化を推進しています。

従来点検 新技術活用点検

点検支援技術とは定期点検において、近接目視によるときと同等の健全性の診断を行うことができる情報が得られる技術の

ことです。



新技術の活用事例 （奥尻町）

36出典：地方公共団体における新技術活用事例（https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/yobohozen/pdf/chiho-katsuyo-jirei.pdf）



新技術の活用事例 （美深町）

37出典：地方公共団体における新技術活用事例（https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/yobohozen/pdf/chiho-katsuyo-jirei.pdf）
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関係機関の連携 （道路メンテナンス会議）

メンテナンス業務の地域一括発注
点検結果の確認（一定の品質確保）

【人不足】

道路メンテナンス技術集団
地方公共団体向け研修の充実
修繕等代行
跨道橋の点検受託等

【技術力不足】
健全度（点検結果※）、重要度に応じた
さらなる重点配分
※道路メンテナンス技術集団の支援を受けた点検等

個別補助化による計画的かつ
集中的支援

【予算不足】

技術支援の調整

支援実施状況や
配分方針の共有

活用する支援メニューの
調整、優先順位を踏ま
えた点検計画の調整

『メンテナンス会議』
が様々な支援方策を

マネジメント

○関係機関の連携による検討体制を整え、課題の状況を継続的に把握・共有し、効果的な老朽化
対策の推進を図ることを目的に、「道路メンテナンス会議」を設置。

○2014年度より、国土交通省、地方公共団体の職員等を対象に、橋梁等の点検に関する研修を
実施しており、2025年度までの受講者数は１０，０００人超（地方公共団体：７，８６８人）。

■ 研修受講者数（累計）

■ 道路メンテナンス会議

資料：道路メンテナンス年報（2026年8月）

▲ 研修状況

▲ メンテナンス会議の状況
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道路メンテナンス講習会 （北海道道路メンテナンス札幌地方会議の例）

日 時 ： 令和７年９月１９日（金） １３：３０ ～ １５：００

場 所 ： 一般国道５号 札幌市 発寒高架橋（上り）

対 象 ： 札幌開発建設部管内の３０市町村

参 加 者 ： １５市町 ２２名

（WEB参加９名：北広島市、浦臼町、石狩市、沼田町、由仁町、砂川市、千歳市、新十津川町

現地参加１３名：美唄市、北広島市、芦別市、滝川市、江別市、当別町、歌志内市、南幌町）

主 催 ： 北海道道路メンテナンス札幌地方会議

事務局 札幌開発建設部

目 的 ： 橋梁等の定期点検要領の改訂に伴う点検調書作成の際の注意点について、自治体への
技術支援を目的として、現地調査に伴う留意点を中心に講習を行うとともに実演講習を行う。



点検業務の地域一括発注

40



包括的民間委託

41「インフラメンテナンスにおける包括的民間委託導入の手引き（令和5年3月）」はこちらから → https://www.mlit.go.jp/report/press/sogo03_hh_000294.html



群マネ

42出典：報道発表資料（国交省ＨＰ、R5.12.1）より



群マネ２

43出典：報道発表資料（国交省ＨＰ、R5.12.1）より
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直轄診断・修繕代行
○ 地方公共団体への支援として、要請により緊急的な対応が必要かつ高度な技術力を要する施設に

ついて、地方整備局、国土技術政策総合研究所、土木研究所の職員等で構成する「道路メンテナン

ス技術集団」による「直轄診断※」を実施。

○ 診断の結果、診断内容や地域の実情等に応じ、修繕代行、道路メンテナンス事業補助等を実施。

○ 北海道では、白老橋（白老町）において 2020年度に直轄診断を、2021年度から修繕代行を実施。
※ 直轄診断：「橋梁、トンネル等の道路施設については、各道路管理者が責任を持って管理する」という原則の下、それでもなお、地方公共団体の

技術力等に鑑みて支援が必要なもの（複雑な構造を有するもの、損傷の度合いが著しいもの、社会的に重要なもの等）に限り、国が地方整備局、
国土技術政策総合研究所、国立開発研究法人土木研究所の職員で構成する「道路メンテナンス技術集団」を派遣し、技術的な助言を行うもの。

〔白老橋〕 3径間連続RC桁橋2連＋単純PC床版桁橋
橋長 148.2m 幅員7.5m

• 橋梁全体に塩害による損傷や支承部の著しい腐食等
が確認され、補修を施した箇所において再劣化が見ら
れており、補修工法の検討に高度な技術力が必要。

■ 直轄診断・修繕代行の状況
• 北海道開発局、国土技術政策総合研究所、土木研究所、

寒地土木研究所の職員で構成する「道路メンテナンス技術
集団」が2020年度に診断を行い、技術的な助言を行った。

• 白老橋は、2021年度から国による修繕代行事業を実施し
ている。

白老町戸田町長（右）に、橋梁の状況を説明

■ 白老橋

至

苫
小
牧
市

至

室
蘭
市



道路データプラットフォームの概要

45出典：第15回 道路技術懇談会 資料3（国交省ＨＰ）より



道路データビューアの概要

出典：第15回 道路技術懇談会 資料3（国交省ＨＰ）より 46



全国道路施設点検データベース

47

https://road-structures-db.mlit.go.jp/

ユーザー登録はこちらへ
サンプルデータ、料金、APIの仕様等
についてもこちらからご確認を

無料分はこちら



全国道路施設点検データベース ～損傷マップ～

48

○全国の道路施設の諸元、点検結果等の基礎データは「全国道路施設点検データベース
～損傷マップ～」から閲覧可能。 → https://road-structures-map.mlit.go.jp/

出典：第6回 道路技術懇談会 資料３（国交省ＨＰ）より



全国道路施設点検データベース＿概要

49

○道路施設の定期点検は令和６年度から３巡目に入るところ、道路管理者毎に様々な仕様で膨大な点
検・診断のデータが蓄積

○その様なデータを一元的に活用できる環境を構築：全国道路施設点検データベース
○全国道路施設点検データベースは、基礎的なデータを格納する基礎DB及び道路施設毎のより詳細な
データを格納するデータベース群（詳細DB）で構成

○基礎DBは令和４年5月に、詳細DBは令和４年７月に公開開始：webブラウザからの閲覧等が可能。加
えてAPI（Application Programming Interface）を公開

基礎DB
• 位置（緯度・軽度）
• 路線名
• 管理者名

• 完成年度
• 点検実施年度
• 判定区分 等

道路橋DB 附属物DB 土工DB

トンネルDB

• 上下部構造形式/使用材料
• 径間数、支間長
• 適用示方書
• 部材毎の損傷の有無、種類、
程度 等

• 横断歩道橋の昇降形式
• 標識・照明の支柱形式
• 変状のある部材
• 変状の種類
• 部材単位の評価結果 等

• 落石荷重（シェッド）
• 内空幅・高さ（カルバート）
• のり高・小段（土工構造物）
• 変状のある部材
• 変状の種類 等

• トンネルの施工法
• トンネル等級
• 土かぶり
• 変状・異常個所数（漏水、外
力、劣化） 等

• 舗装の種別・構成
• 健全性診断区分
• 点検結果（ひび割れ、IRI等）
• 措置の履歴 等

舗装DB

令和４年5月
公開

全国道路施設点検データベース全国道路施設点検データベース

令和４年7月
公開

無料無料

有料有料

出典：第１９回社会資本整備審議会 道路分科会 道路技術小委員会 資料３（国交省ＨＰ）より



令和４年度以降の取組
○ 全国道路施設点検DBは、全国の道路施設の諸元・点検結果等を一元的に収集するシステム
○ 効率的な道路の維持管理のためには、民間開発のアプリケーションとDBを一体で活用することが必要
○ 道路管理者でのアプリケーションの活用を促進するため、DB管理運営団体でアプリケーションの機能等を
取りまとめ、カタログ形式で公表

アプリ開発者

画
像
認
識A

I

確認したい変状の写真

AIによりDBから
類似画像を出力

～点検結果を効率的に入出力～
～維持修繕計画の最適化～

供用期間

管理方法②

機
能
健
全
性

管理方法①

管理方法①

トータルコストを比較

管理方法②

修繕のタイミングと修繕費を推計
道路橋

DB

前回点検結果を
現場で確認

点検結果を
現場で入力

DB管理
運営団体

道路管理者

API利用申請

API利用承認

使用料

道路橋
DB

～健全性の診断を支援～

アプリ販売

アプリケーション
カタログカタログを活用して

使用するアプリを選定

アプリの機能等を
カタログ形式で公表

【アプリケーション活用の流れ】

【期待される導入場面の例】

50

出典：第6回 道路技術懇談会 資料３（国交省ＨＰ）より



公開データ（有料）ボリューム例

51

橋梁
73万橋 200項目

橋梁
73万橋 200項目

国管理
3.8万橋 1,400項目

国管理
3.8万橋 1,400項目

トンネル
1.1万本 100項目
トンネル

1.1万本 100項目
国管理

0.2万本 300項目
国管理

0.2万本 300項目

横断歩道橋
1.2万橋 130項目
横断歩道橋

1.2万橋 130項目
国管理

0.2万橋 1,300項目
国管理

0.2万橋 1,300項目

舗装
国管理

4.6万km※1 130項目

舗装
国管理

4.6万km※1 130項目

大型カルバート
0.8万施設 30項目
大型カルバート

0.8万施設 30項目
国管理

0.25万施設 100項目
国管理

0.25万施設 100項目
※数字は全て概数
※1：上下線別の数字

出典：第7回 道路技術懇談会 資料１（国交省ＨＰ）より



データ閲覧・取得料金表 （2024年4月1日～）

52出典：「全国道路施設点検データベースのご案内」ページより


